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はじめに 

 
ラック式危険物倉庫等の危険物施設における危険物火災に対し、当該倉庫や区画内を高

発泡の泡で埋め尽くすことで効果的に消火することが可能な新しい技術を用いた消火設備

が開発されています。このような消火設備を危険物施設に導入することは、危険物施設の

安全確保に資するものと考えられることから、実証実験等により消火性能等を検証し、当

該消火設備を危険物施設に設置する場合に必要な技術基準策定のための検討会を開催しま

した。 
本報告書をまとめるにあたり、ご多忙中にもかかわらず検討に積極的に参加され、貴重

な意見をくださいました各委員に厚くお礼申し上げます。 

 

平成26年３月 

 

危険物施設に設置する高発泡泡消火設備の技術基準のあり方に関する検討会 

 

座長 須川 修身 
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第１章 検討の目的等 

 

１．１ 目的 

 ラック式危険物倉庫等の危険物施設における危険物火災に対し、当該倉庫や区画内を高

発泡の泡で埋め尽くすことで効果的に消火することが可能な新しい技術を用いた消火設備

（以下「高発泡泡消火設備」という。）が開発されている。 
 一般的に泡消火設備は、水による消火方法では適さない油火災等について、泡ヘッドか

ら放出された泡による冷却効果と、油膜等を覆うことによる窒息効果により消火すること

が期待される設備であるが、高発泡泡消火設備は、膨張比 80～1000 程度の泡で、泡放出

口から大量の泡を一気に放出し、建築物の区画内や対象設備を泡で埋め尽くすことで窒息

効果により消火することが期待されることが特徴である。 
高発泡泡消火設備は、消防法第 17 条に規定される設備（防火対象物に設置するもの）に

ついては、すでに技術基準が消防法施行規則第 18 条で定められており、航空機格納庫等に

設置されているが、危険物施設に設置する高発泡泡消火設備に関する具体的な技術基準は

未だ定められておらず、特例等を用いて設置している例が見られている。 
 このような新しい技術を用いた消火設備を危険物施設に導入することは、危険物施設の

安全確保に資すると考えられることから、実証実験等によりラック式危険物倉庫等の危険

物施設における危険物火災に対する高発泡泡消火設備の消火性能を検証し、危険物施設に

おける設置のあり方について検討を行う。 
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１．２ 検討体制 

 本検討を行うために、「危険物施設に設置する高発泡泡消火設備の技術基準のあり方に関

する検討会」を開催して検討を行った。 
 
「危険物施設に設置する高発泡泡消火設備の技術基準のあり方に関する検討会」 
（敬称略、五十音順） 
 
座長  須川 修身 諏訪東京理科大学システム工学部機械システム工学科 教授 
委員 青戸 久明 日本危険物倉庫協会 理事 
委員 大谷 英雄 横浜国立大学大学院環境情報研究院 教授 
委員 小川 耕司 一般社団法人日本消火装置工業会 
委員 落 合  勇 一般財団法人日本消防設備安全センター企画研究部 副部長 
委員 熊本 正俊 一般社団法人日本化学工業協会環境安全部 部長 
委員 杉 山   章 危険物保安技術協会 業務部業務課長 
委員 高橋 俊勝 川崎市消防局予防部 危険物課長 
委員 内藤 浩由 消防庁消防大学校消防研究センター技術研究部 主任研究官 
委員 中村 秀三 日本消防検定協会消火・消防設備部 消火設備課長 
委員 中村 良彦 一般社団法人日本産業機械工業会運搬機械部会 
            流通設備委員会建築分科会 分科会長 
委員 橋本 光正 一般社団法人日本塗料工業会 専務理事 
委員 山口 克己 東京消防庁予防部 危険物課長 
委員 吉田 一史 石油化学工業協会保安専門委員会 消防防災専門委員長 
委員 和田 公秀 尼崎市消防局 予防課長 
 
事務局 鈴木 康幸 消防庁危険物保安室長 
 三 浦   宏 消防庁危険物保安室 課長補佐 
 中嶋 仁美 消防庁危険物保安室 危険物施設係長 
 各務 博伸 消防庁危険物保安室 事務官 
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１．３ 検討項目 

（１） 高発泡泡の消火性能に関する事項 
（２） 高発泡泡消火設備の効果的な消火方法のあり方に関する事項 
（３） （１）及び（２）を踏まえた高発泡泡消火設備に係る技術基準の策定等に関する

事項 
 
１．４ 検討会開催経過 

第１回 平成２５年７月２３日 
第２回 平成２６年２月２６日 
第３回 平成２６年３月２７日 
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第２章 高発泡泡消火設備の危険物施設への設置について 

 

２．１ 高発泡泡消火設備の概要 

（１）高発泡泡消火設備の構成 

泡消火設備は、水源、加圧送水装置（消火ポンプ）、泡消火薬剤貯蔵槽、混合器、

自動警報装置（流水検知装置、表示装置、警報装置等）、泡放出口、感知ヘッド（閉

鎖型スプリンクラーヘッド）、配管・弁類及び非常電源等から構成されている。 

高発泡泡消火設備は、泡放出口に高発泡用泡放出口を用いたものとなる。 

 

 

図２－１ 泡消火設備の構成（深田工業(株)ホームページより） 

 
（２）高発泡泡消火設備に関する基準 

消防法第 17 条に規定される設備（防火対象物に設置するもの）に対する高発泡泡消

火設備の技術基準は次のとおり。 

 

 
消防法施行規則第 18条（抄） 

高発泡に係る基準のみ抜粋 

 

１ 泡放出口の種類 

膨脹比による泡の種別 泡放出口の種別 

膨脹比が 20 以下の泡（低発泡） 泡ヘッド 

膨脹比が 80 以上 1,000未満の泡（高発泡） 高発泡用泡放出口 
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２ 泡放出口の配置 

種類 基準 

高発泡用泡放出口 ・防護区画の床面積 500平方メートルごとに１個以上 

・防護区画に有効に放出できること 

・防護対象物の最高位より上部の位置 

 ただし、泡を押し上げる能力を有するものは、防護対象物に応

じた高さ 

３ 放射量 

⑴ 全域放出方式 

防火対象物又は 

その部分 
泡放出口の膨脹比による種別 

毎分１立方メートル当

たりの泡水溶液放出量 

※   （リットル） 

飛行機又は回転翼航

空機の格納庫 

膨脹比が 80以上 250未満のもの 

（第１種） 

2.00以上 

膨脹比が 250以上 500未満のもの 

（第２種） 

0.50以上 

膨脹比が 500以上 1,000未満のもの 

（第３種） 

0.29以上 

自動車の修理若しく

は整備の用に供され

る部分又は駐車の用

に供される部分 

第１種 1.11以上 

第２種 0.28以上 

第３種 0.16以上 

ぼろ及び紙くず（動植

物油がしみ込んでい

る布又は紙及びこれ

らの製品に限る。）、

可燃性固体類又は可

燃性液体類を貯蔵し、

又は取り扱う防火対

象物又はその部分 

第１種 1.25以上 

第２種 0.31以上 

第３種 0.18以上 

指定可燃物（ぼろ及び

紙くず（動植物油がし

み込んでいる布又は

紙及びこれらの製品

に限る。）、可燃性固

体類又は可燃性液体

類を除く。）を貯蔵し、

又は取り扱う防火対

象物又はその部分 

第１種 1.25以上 

※ 防護区画の冠泡＊1体積１立方メートルにつき 

     冠泡体積＝防護対象物の最高位より 0.5メートル高い位置までの体積 

＊１ 冠泡：区画を泡が完全に埋め尽くすことである。 
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 ⑵ 局所放出方式 

防護対象物 防護面積１平方メートル当たりの放射量（リットル毎分） 

指定可燃物 ３以上 

その他のもの ２以上 

 

４ 水源水量 

 ⑴ 全域放出方式 

泡放出口の種別 冠泡体積１立方メートル当たりの泡水溶液の量 

（立方メートル） 

第１種 0.040以上 

第２種 0.013以上 

第３種 0.008以上 

   ＋配管内を満たすために要する量         

 

 ⑵ 局所放出方式 

床面積最大の放出区域１平方メートル当たりの放射量×20分間 

＋ 

配管内を満たすために要する量 

 

５ その他 

 ⑴ 防護対象物のうち床面からの高さが５メートルを超える場所に設ける高発泡用泡放

出口を用いる泡消火設備は、全域放出方式のものとすること。 

 ⑵ 泡の放出を停止するための装置を設けること。  

 ⑶ 泡放出口及び泡消火薬剤混合装置は、消防庁長官の定める基準に適合したものであ

ること。  

  
 

 
（３）泡消火薬剤の種類 

泡消火薬剤の種類は表２－１のとおり。 

現在、高発泡泡消火設備に使用されている泡消火薬剤のほとんどが合成界面活性剤

泡消火剤であるが、水成膜泡消火薬剤のものも存在する。 
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表２－１ 泡消火薬剤の種類 

 

「泡消火薬剤の技術上の規格を定める省令」（昭和 50年 12月９日自治省令第 26号）

（以下「規格省令」という。）では、高発泡用の泡消火薬剤についてもＢ火災（燃料

ガソリン）に対する消火性能の試験が定められているが、「製造所等の泡消火設備の技

術上の基準の細目を定める告示」（平成 23 年 12 月 21 日総務省告示第 559 号）（以下

「告示」という。）において、合成界面活性剤泡消火薬剤の消火性能を、他の泡より

も低く定めているため、第四類（非水溶性）危険物に対して使用することは禁止され

ている。 

 

 

泡消火薬剤の技術上の規格を定める省令（抄） 

検定に係る基準のみ抜粋 

 

第 12 条第２項 温度 20 度の泡水溶液（合成界面活性剤泡消火薬剤に係るものに限る。以

下この項において同じ。）を水圧力 0.1 メガパスカル、放水量６リツトル毎分、風量 13

立方メートル毎分で別図第２【省略】に示す標準発泡装置を用いて発泡させた場合にお

いて、泡の膨脹率は 500 倍以上であり、かつ、発泡前の泡水溶液の容量の 25パーセント

の泡水溶液が泡から還元するために要する時間は３分以上でなければならない。変質試

験後の泡水溶液についても同様とする。 

第 13条第２項  

 第１号 128 リツトルの水及び 80リツトルのガソリンを入れた別図第５【省略】に示す

Ｂ火災模型（高発泡用）に点火し、点火 30 秒後に２分 30 秒間連続して発泡させた場

合において、消火に要する時間は３分以内であること。  

たん白泡消火剤 動物性たん白質を加水分解して形成。他の泡消火薬剤（合成界面

活性剤、水成膜泡消火薬剤など）に比べ耐火性に優れ、タンクの

固定消火設備用に使用される。 

ふっ素たん白泡消

火剤 

合成界面活性剤泡

消火剤 

界面活性剤が原料で、長期間保存しても経年変化が少なく、その

発泡効果は変わらない。泡の安定性、耐熱性及び耐油汚染性が劣

るため、他の泡よりも消火性能が低く定められている。一方、流

動性および展開性に優れているので流出油火災、自動車修理、整

備工場、駐車場等の消火に使用される。 

水成膜泡消火剤 フッ素系の界面活性剤を基剤とする泡消火薬剤で、油面上に水成

膜を生成する。安定性が高く長時間にわたって再着火を防止する。 
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（４）高発泡泡消火設備の設置状況 

危険物製造所等に設置した泡消火設備の設置事例（固定式で、高発泡用泡放出口を

設けたもの。）のうち代表的な５事例についてまとめたものは次のとおり。 
 

表２－２ 高発泡泡消火設備の設置状況 

基準項目 確認事項 回答 (施設) 
防護対象物 消防法施行規則第 18 条第１項第３号イの基

準に準じた防護区画を設けた全域放出方式か 

ＹＥＳ ５ 

ＮＯ ０ 

泡消火薬剤 貯蔵している危険物の品名は 第四類 ５ 

 第１～第４石油類のうちい

ずれか（複数を含む。） 

５ 

 水溶性のものを含む １ 

アルコール類 １ 

その他 ０ 

泡消火薬剤の種類は たん白 １ 

合成界面活性剤 ３ 

水成膜 １ 

泡
放
出
口
（
泡
発
生
機
を
内
蔵
し
な
い
も
の
に
あ
っ
て
は
当
該
泡
発
生

機
を
含
む
。） 

種別 第１種から第３種までのうち、いずれを選択

したか 

第１種 ０ 

第２種 ０ 

第３種 ３ 

不明 ２ 

泡水溶液 

放出量 

毎分１立方メートル当たりの泡水溶液放出量

は 

0.18リットル ２ 

1.25リットル １ 

2.0リットル １ 

不明 １ 

設置個数 消防法施行規則第 18条第１項第３号イ（ロ）

の基準の準用か 

＝防護区画の床面積 500平方メートルごとに

一個以上 

ＹＥＳ ５ 

ＮＯ ０ 

設置位置 消防法施行規則第 18条第１項第３号イ（ハ）

の基準の準用か 

ＹＥＳ（防護対象物の最高位よ

り上部の位置） 

５ 

ＹＥＳ（泡を押し上げる能力を

有するものであるため、防護対

象物に応じた高さとした） 

０ 

ＮＯ  ０ 

水源の水量 消防法施行規則第 18 条第２項第３号イの基

準の準用か 
 

泡放出口 

の種別 

冠泡体積１立方メートル

当たりの泡水溶液の量（立

方メートル） 

第一種 ０．０４０ 

第二種 ０．０１３ 

第三種 ０．００８ 

ＹＥＳ ２ 

ＮＯ ３ 
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２．２ 危険物施設への設置について検証すべき内容 

高発泡泡消火設備の性能については、防火対象物に設置する場合の技術基準や泡消火設

備の危険物施設への設置に関する技術基準が告示化されていることから、機器の基本的構

成について共通事項として明確になっている部分を参考としつつ、以下の内容について検

証する必要がある。 

 

【検討事項１】高発泡泡消火設備の危険物火災に対する消火性能 

泡消火設備の特徴として、膨張比が高いものほど泡が軽くなることから熱風に飛ばさ

れやすくなることや、水分量が少なくなることから冷却効果が小さくなるといった特性

がある。また、現状として、高発泡泡消火設備の泡消火薬剤で主流なのは、危険物火災

に対する消火性能が低く評価されている合成界面活性剤泡消火剤であり、危険物火災に

対して必要な消火性能が得られるのかについて検証する必要がある。 

 

≪検討の方向性≫ 

 消火性能の確認実験として、小規模発泡マスを用い、泡放出口、泡消火薬剤、燃料を

数パターン組み合わせ、消火性能の有無を検証するとともに、積泡速度＊２や消火に伴う

消泡状況を観測し、スケールアップした際の影響を予測する。 

 

【検討事項２】高発泡泡消火設備の設置方法 

高発泡泡消火設備の消火方法は、大量の泡を一気に放出し建築物の区画内や対象設備

を泡で埋め尽くすことで窒息効果により消火することから、対象となる建築物の区画内

等の冠泡に係る時間や、火点までの到達時間、ラックやドラム缶等の障害物に対する流

動性、消泡状況を検証し、効果的な泡放出口の設置方法、放出量等の基準について検討

する必要がある。 

  

≪検討の方向性≫ 

  実大施設規模検証実験として、ラックやドラム缶等の障害物を設置した発泡マスを用

い、具体的な状況を想定したモデル火災で、障害物の設置条件を変えて消火実験を行い、

泡の流動及び積泡状態を観察し、積泡速度及び消泡状況を観測し、泡放出口の設置方法

を検証する。 

 

［留意事項］ 

  危険物倉庫として危険物の規制に関する政令第 10 条第４項の規程により、原則とし

て６ｍ未満の平屋建てとされているが、第二類又は第四類の危険物のみの貯蔵倉庫で

総務省令で定めるものについては、その軒高を 20メートル未満とすることができるこ

ととされている。 

  限界積泡高さについては、過去の名古屋市消防局の実験において、高発泡泡（膨張比

500 倍）について、高さ 25 メートルまで積み上がることは確認されている。また、こ

の際に火災時においては積泡速度が落ちることも確認されている。 

＊２ 積泡速度：泡が積み上がる際の高さ方向の速度 
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第３章 高発泡泡消火設備の危険物火災に対する消火性能に関する検証実験 

 ２．２で述べた検証すべき内容を踏まえ、高発泡泡の危険物火災に対する消火性能及び

高発泡泡消火設備の危険物施設への設置条件について、以下のとおり検証実験を実施した。 
 

３．１ 実験モデルの検討 

（１）検証対象として想定する危険物施設 

   高発泡泡消火設備の建築物の区画内を泡で埋め尽くすことにより消火するという特

性に着目し、現状で設置ニーズがあると想定される屋内貯蔵所を対象として検討を進

める。 
屋内貯蔵所のうち、構造上最も消火が困難となるのは、泡の流動時の障害物が多く、

高層で出火した場合、泡が到達するまでに時間がかかるラック式倉庫にドラム缶が隙

間なく積まれているものが想定される。 
※ 製造所、一般取扱所等にあっては、多様な設備形態があること等から、当面の検

討対象とはしないが、倉庫等と同等の形態ととらえるもの（例：付属倉庫）につい

ては排除するものではない。 
 

（２）想定する火災シナリオと火源モデル 

想定する火災シナリオと火源モデルは次のとおり。 

 

 

 

 

 

 

 

 

火災規模（想定） 
冠泡体積（想定） 

火災の発展速度 消火性能 

（冠泡速度） 

再燃抑制性能 

時間 

図３－１ 火災の発展速度と高発泡泡消火設備の作動状況の想定 
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① 火災の発生 

過去の火災事例及び今後想定される火災から、次の火災発生シナリオが考えられ

る。 

ア 危険物容器内の危険物の化学反応等による出火 

イ 地震等による容器転倒に伴う出火 

ウ 倉庫スペースにおける少量の容器の詰め替え作業時等の誤操作による出火 

   ただし、ウについては基本的に少量の取扱いであることから流出量は少ないと

考えられ、万が一流出量が多かったとしても、ア、イの火災に対応する性能があ

れば十分対応可能と考えられるため、想定火源とはしない。 

 

② 火災覚知 

  無人状態で火災が発生した場合には、自動火災報知設備の鳴動により覚知するも

のと考えられる。この場合、危険物火災については、初期でも相当な熱量の火源と

なり（ドラム缶直径（約 60cm）程度のプール火源で 0.7MWの熱量）、すみやかに感知

することが想定されるが、出火から自動火災報知設備の鳴動までにかかる時間につ

いては、文献調査を中心に検証する必要がある。 

 

③ 高発泡装置起動スイッチを押すまでの時間 

危険物の泡消火設備は通例手動起動であり、自動火災報知設備の作動後に従業員

が目視確認して、起動スイッチを押すことから、起動までに数分かかると考えられ

る。過去の事例では６分かかったものがあった。 

 

④ 延焼拡大 

火災が発生し、泡が建物内を充満するまでの間に延焼拡大する規模については、

過去の事例及び文献から次のように考えられる。 

ドラム缶の内圧試験の条件は、収納する危険物の55℃における蒸気圧の1.5倍の圧

力から100キロパスカルを減じた圧力と100キロパスカル（危険等級Ⅰの危険物を収

納するものにあっては250キロパスカル）のいずれか高い方の圧力とされており、ド

ラム缶が一定以上の温度環境下に置かれると破裂・流出の危険性がある。 

 

過去の実験においては、ガソリンのドラム缶は直接火炎にさらされると１分から数

分で変形・亀裂を生じ噴炎すること、また、ドラム缶は輻射熱を受けた場合において

は、ガソリン 100 リットルの漏洩を想定した火源においては、5ｍ程度離せば 20℃～

68℃程度の温度上昇であるが、1～2ｍ程度の距離では 300℃～600℃まで温度上昇す

るとの実験結果が得られている。＊３ 

 

＊３ 和田 弘（1966 年）「鋼製ドラム缶の直火加熱実験」『消防科学研究所報３号』東京消防庁 
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過去の屋内貯蔵所の火災事例を調べると、貯蔵物質の反応熱等による爆発等の火災

事故で、近接するドラム缶に延焼した火災が見られている。 

 

表３－１ 平成 15年～平成 24年の屋内貯蔵所の貯蔵スペースにおける主な火災事例 

 事故の概要 
被災影響範囲及

び拡大の状況 

施設等の

被害状況 
原因着火物 消火設備 

１ 

ドラム缶入りの材料が自

己重合を起こし、ドラム缶

内圧が上昇して爆発した

もの。（ラック式倉庫） 

爆発により飛散

物がパレット上

に散乱 

ドラム缶

２缶を焼

損 

第四類第３石

油類 ジビニ

ルベンゼン 

ガス消火

設備 

２ 

ドラム缶入りの材料が自

己重合を起こし、ドラム缶

内圧が上昇して爆発した

もの。 

（ラック式倉庫ではない） 

周囲のドラム缶

を加熱し、破裂さ

せる等により延

焼拡大 

定温倉庫

全焼 

（ドラム

缶 25 本中

20 本程度

焼損） 

第四類第２石

油類ジビニル

ベンゼン 

第１種消

火設備、第

３種消火

設備、装置

の緊急停

止 

３ 

ドラム缶入りの材料が自

然発火したもの。火災の進

展途中で爆発あり。 

（ラック式倉庫ではない） 

火災により建屋

半焼 

当該施設

420m2の内

280m2焼損 

第５類 

ニトロセルロ

ース 

屋外消火

栓 

 
したがって、ある程度時間が経過した段階では、出火した容器に加え、隣接した容

器にも延焼した状態が予想される。ただし、ラック間の延焼には時間を要すると考え

られる。また、火源の大きさは流出量、ドラム缶やラックの形状等に大きく影響を受

ける。  

このことから、想定火源については、消火性能に関する検証実験においてはドラム

缶１本からの流出をベースに火源の大きさを想定し、設置条件に関する実験において

は、火災が延焼拡大する可能性がある高発泡装置起動スイッチを押すまでに時間を要

する火災発生シナリオを想定し、近接するドラム缶に延焼した火災事例を踏まえ、ド

ラム缶複数本分からの流出火源としてラック１スペース分の容器の流出火災が発生し、

ラック間の延焼には時間がかかると考えられるが、比較的早い上下方向の延焼を想定

してさらに下方１スペースに延焼した状態として、上下に隣接するラック２スペース

において、流出火災がプール火災となって継続している状況を想定する。 

なお、危険物への延焼は極めて早く進展することから、一定量の流出火災が定常状

態となったものを想定することとし、消火は火災が定常状態となった時点から開始す

ることとする。 

 

（３）再燃性への検証 

再燃防止のためには、消火に加えて冷却が重要であるが、高発泡においては、冷却

効果が弱いことが想定されるため、冷却までに時間がかかることが想定される。この
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ことから、一定の冠泡保持時間を求めることを念頭に、実験では火点周辺の温度変化

も測定することとする。 

 

（４）泡放出口の位置 

泡放出口は区画上部に設置し、泡を下方に放出させる方法とする。（上部以外に設置

する場合は泡を押し上げる能力が積泡の特性に大きな影響を与えると考えられるが、

設備の性能や区画の状況による詳細な検証が追加で必要となると考えられるため、今

回の実験では対象としない。） 
配置については、泡放出口１台を用いたドラム缶等の障害物に対する流動性等の検

証を基本とし、ドラム缶等障害物の隙間に対する流動性を十分に得られない場合、障

害物に隙間を設けて、泡が火源の両側から積泡し障害物の周囲から挟み込むような場

合の検証も行うこととする。 

 

 

 
 
 

図３－２ 泡流動のイメージ図 

 
  

泡放出口
泡

必要に応じ隙間を設

けたパターンも実施 
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３．２ 高発泡泡の危険物火災に対する消火性能に関する検証実験 

（１）実験目的 

 高発泡泡消火設備に用いられる泡消火薬剤の多くは合成界面活性剤泡消火薬剤であ

るが、告示第 17 条第１項において第四類（非水溶性）危険物の火災に合成界面活性剤

泡消火薬剤を使用することは認められていない。また、告示第 17 条第３項・第４項に

おいて第四類（水溶性）危険物の火災に用いる泡消火薬剤としては、水溶性液体用泡

消火薬剤であって同項に定める消火性能の確認が必要とされている。 
一方、高発泡泡の場合、泡が軽く汚染されにくいことや一気に大量に放出して窒息

消火するといった特性があり、将来性も含めて幅広に検討を進めるため、高発泡泡の

危険物火災に対する消火性能に関する検証を行うこととした。 
 

（２）実験実施期間 
 平成２６年２月１７日（月）から２月２１日（金）まで 

 
（３）実験場所 

 日本消防検定協会 消火試験場 
 住所 東京都調布市深大寺東町４丁目３５番地１６ 

 
（４）実験機器の概要 

実験機器の概要については次のとおり。（詳細な情報については、参考資料１参照。） 
ア 発泡マス 
  高発泡泡を放出する発泡マスの大きさは、泡放出口から放出された高発泡泡が壁

の影響を受けず、直接火皿に入ることの無い大きさとした。なお、直接高発泡泡が

火皿に入ることの無い大きさとした理由としては、高発泡泡は非常に軽いため、危

険物火災の熱風で近寄れず消火不能となることが想定されることから、あえて厳し

い条件とした。 

発泡マス ： 縦 2ｍ横 4ｍ高さ 2ｍ 

壁面金網  SUS 線径 0.65mm、10メッシュ 

イ 泡放出口 

 表３－２に実験で使用した泡放出口の性能等を示す。 

泡放出口は実際に高発泡泡消火設備として設置される一般的な膨張比の物で、高

発泡泡の膨張比、発泡量及び泡消火薬剤の違いによる消火性能の比較をするため、

４種類の泡放出口を選択した。 
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表３－２ 泡放出口の性能等 

泡放出口

No 

種別 放水量 

(L/min) 

膨張比 

（－） 

発泡量 

（m3/min） 

放水圧力 

（MPa） 

Ａ アスピレート型 200 300 60 0.50 

Ｂ アスピレート型 64 500 32 0.50 

Ｃ ブロアー型 6 500 3 0.10 

Ｄ アスピレート型 40 650 26 0.49 

 
 

 

泡放出口Ａ 

 

 

泡放出口Ｂ 

 

 

泡放出口Ｃ 

 

 

泡放出口Ｄ 

図３－３ 実験に用いた泡放出口 

 
ウ 泡消火薬剤 

  実験には、第四類（非水溶性）危険物への消火性能の比較として、合成界面活性剤

泡消火薬剤と水成膜泡消火薬剤の２種類（いずれも第四類（水溶性）危険物への適用

性が確認されていないもの）を用意した。用いた泡消火薬剤は各泡放出口に適合性を

有するもので、かつ規格省令の検定に合格しているものを選択したが、泡放出口 C に

ついては検定で用いられている泡放出口であるため、泡放出口 A,B で用いた泡消火薬

- 16 - 
 



剤と同じものを使用した。 

合成界面活性剤泡消火薬剤 ： 希釈率３％ 製造会社 A社  

水成膜泡消火薬剤     ： 希釈率５％ 製造会社 B社 

 
表３－３ 各泡放出口で使用する泡消火薬剤 

泡放出口

No 

泡消火薬剤 

Ａ 合成界面 

Ｂ 合成界面 

Ｃ 合成界面 

Ｄ 水成膜 

 
エ 対象とする危険物 

泡消火設備が有効とされる全ての危険物を貯蔵する施設が設置対象として想定され

るが、検証は泡消火設備の有効性が最も期待される第四類危険物を対象として検討を

進めることとした。 

実験には、第四類（非水溶性）危険物及び第四類（水溶性）危険物として代表的な

ものを選択した。 

第四類（非水溶性）危険物 ： ノルマルヘプタン 

敷水 15リットル、ノルマルヘプタン 35リットル 

第四類（水溶性）危険物  ： アセトン 

                敷水０リットル、アセトン 50リットル 

  

オ 燃焼皿 

本実験では、高発泡泡の基礎的な消火性能を確認することを目的としているため、

実際の火災想定とは異なるが、JIS 規格(JISZ1601-2006)に適合する 200L サイズの

ドラム缶の燃焼面積0.25m2（直径0.567m）の安全率1.5倍の大きさの0.4m2（□0.633m

×0.3mH）の燃焼皿を用いることとし、燃焼皿の上端が高さ 1.0ｍになるように台に載

せた。図３－４参照。 
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図３－４ 火災模型 

 
カ 計測機器 

自動計測による圧力温度記録（1 秒毎）、カメラによる動画記録、積泡高さの目視観

察などを行った。 

温度計測位置を図３－５、積泡高さの計測位置を図３－６に示す。計測に用いた機

器の仕様、カメラ配置図については参考資料１に示す。 

 

流量、放出圧力、水温度 ： 各１点 １秒毎 

雰囲気温度計測 3点１秒毎 ： 発泡マス外面（区画から 5ｍ 床上 0.5ｍ） 

                   発泡マス内最遠部（火皿から遠方 床上 500mm） 

                  燃焼皿上部（皿上端約 100mm、1000mm） 

カメラ （４画面）  :   １式     

発泡マス充満時間、放出時間  目視 

鎮圧時間、鎮火時間      目視 

積泡高さ ４点 30秒毎 :   目視（発泡マスの４角） 
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図３－５ 温度計測位置 

 
 

 
 
 

 
図３－６ 積泡高さの計測位置 

 
キ 高発泡泡の膨張比及び 25％還元時間の測定 

（ア）膨張比 

 各泡放出口について（５）に示す積泡実験の際に、発泡マスを埋め尽くすまでに

要した時間から算出した。 

（イ）25％還元時間 

各泡放出口について（５）に示す積泡実験と同じ条件下で泡放出口から高発泡泡

    
300

30
0

10
0

10
00

50
0

上方からの見取り図 

側面からの見取り図 

泡 放 出

 

泡 放 出

 

燃焼皿 

燃焼皿 

泡放出の方向 

泡放出の方向 

温度センサー 

    

上方からの見取り図 
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を放出したものを採取し、規格省令第 12 条に規定する方法により 25％還元時間を

測定した。 
（ウ）高発泡泡の膨張比及び 25％還元時間の測定結果 

表３－４に各泡放出口から放出された高発泡泡の膨張比を示す。いずれも泡放出

口の性能と同等程度の膨張比が得られた。 

 

表３－４ 膨張比の計測結果 

泡放出

口 
泡消火薬剤 

泡水溶

液温度 
放出圧力 流量  

充満時

間 

放出 

時間 
膨張比 

 No.   （℃） （MPa） （L/min） （s） （s） （－） 

Ａ 合成界面 20.5 0.47  181.5  15  15 353  

Ｂ 合成界面 20.6 0.50  65.6  29  29 504  

C 合成界面 20.5 0.10  6.1  304  310 519  

Ｄ 水成膜 15.1 0.50  42.5  34  36 665  

 
表３－５に各泡放出口から放出された高発泡泡の 25%還元時間を示す。いずれも規

格省令第 12 条に規定する高発泡泡の発泡性能の基準である３分以上の 25％還元時

間を満たしていた。 

 

表３－５ 25%還元時間計測結果 

泡放

出口 

泡消火 

薬剤 

泡水溶

液温度 

放出圧

力 
流量 泡質量 25％還元時間 

No.    （℃） （MPa） （L/min） （ｇ） （分・秒） 平均 

Ａ 合成界面 20.1 0.50  195.0  465 383 17'02'' 15'32'' 16'17'' 

Ｂ 合成界面 20.8 0.49  65.0  354 350 22'20'' 21'59'' 22'10'' 

C 合成界面 18.1 0.10  6.1  314 307 22'16'' 23'02'' 22'39'' 

Ｄ 水成膜 15.2 0.50  41.5  188 231 7'14'' 5'28'' 6'21'' 

 
図３－７ 25％還元時間測定の様子 
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（５） 積泡実験 

ア 目的 
  各泡放出口から放出される高発泡泡の膨張比の確認及び消火実験と積泡特性の比

較を行うため、高発泡泡の積泡速度を測定した。 
イ 実験方法 

次の手順によりで実施した。 

（ア）水槽に加熱した水道水と泡消火薬剤を各泡放出口の仕様に従いプレミックス＊４

し、液温 20℃程度に調整した。 

（イ）糖度計を用いてプレミックスした泡消火薬剤の濃度を確認した。 

（ウ）各計測器の測定を開始した。 

（エ）高発泡泡を、発泡マス全体が泡で埋め尽くされるまでの間放出させた。 

（オ）泡放出口から泡が出た瞬間から、放出を停止して 30 分経過するまでの間、30

秒ごとに発泡マス内の高発泡泡の積泡高さを計測した。 

 

（６）消火実験 

ア 目的 

高発泡泡の危険物火災に対する消火性能に関する検証を行うため、危険物火災が

発生している発泡マスに高発泡泡を投入して消火に至るまでの様子を観察した。 

イ 実験方法 

次の手順により実施した。 

（ア）水槽に加熱した水道水と泡消火薬剤を各泡放出口の仕様に従いプレミックスし、

液温 20℃程度に調整した。 

（イ）糖度計を用いてプレミックスした泡消火薬剤の濃度を確認した。 

（ウ）各計測器の測定を開始した。 

（エ）燃焼皿に実験条件に従ってノルマルヘプタン又はアセトンを投入し、点火玉を

用いて着火した後、１分間燃焼させた。 

（オ）高発泡泡を、発泡マス全体が泡で埋め尽くされるまでの間放出させた。 

（カ）高発泡泡の放出から鎮圧＊５、鎮火＊６に至るまでの時間を計測した。 

（キ）泡放出口から泡が出た瞬間から、放出を停止して 30 分経過するまでの間、30

秒ごとに発泡マス内の高発泡泡の積泡高さを計測した。 

 
（７）実験結果 

 実験結果の画像は参考資料２に示す。 
 実験結果は次のとおり。 
ア 積泡実験の結果 

表３－６、図３－10 に積泡実験の結果を示す。 

＊４ プレミックス：あらかじめ泡消火薬剤と水を混合し調整すること。 
＊５ 鎮圧：火勢の拡大の危険がなくなったと判断される状況 
＊６ 鎮火：再燃のおそれがないと判断される状況 
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（ア）積泡速度について 

泡放出口から放出された高発泡泡が消泡せずに積泡すると仮定した充満時間を

理論充満時間とし、実測値の充満時間と比較すると、全ての泡放出口において差

が見られなかった。 

（イ）高発泡泡の保持時間について 

  高発泡泡の放出を停止させてから30分間積泡高さを観察した結果を表３－６に

示す。積泡高さは減少しているものの、30分経過した後においても 80％以上の高

さを保持していた。 

一方、充満直後と 30 分経過した後の発泡マスの中の様子を撮影したものを図３

－８に示す。積泡高さに大きな変化は見られないものの、30 分経過した後の方が

泡が透き通っており、泡の水分が減少していることが観察できた。 

 

 
 
 
 
 

 
図３－８ 高発泡泡の保持状況 

 

 

 

泡放出停止直後 

泡放出停止 30分後 
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イ 消火実験の結果 

表３－７、図３－９、10に消火実験の結果を示す。 

（ア）積泡速度について 

積泡実験で得られた充満時間（積泡実験充満時間）と実測値の充満時間を比較

すると、全ての泡放出口において差が見られた。 

（イ）危険物に対する消火性能について 

 第四類（非水溶性）危険物のノルマルヘプタン及び第四類（水溶性）危険物の

アセトンのいずれの場合も消火した。 

一方、鎮圧時間及び鎮火時間を見ると、泡放出口 B、D 共に第四類（非水溶性）

危険物のノルマルヘプタンに比べて第四類（水溶性）危険物のアセトンの鎮火に

時間がかかった。 

アセトンの消火に当たっては、高発泡泡で燃焼皿を覆った後も炎が消火されな

い状況がしばらく続いた。このため、既に発泡マスを充満したにもかかわらず鎮

火までの間追加的に泡を放出し続けた。 

 

 

 
図３－９ アセトンの消火時の状況

泡放出直後 

燃焼皿を覆った後 

鎮火時 
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表３－６ 積泡実験の結果 

泡放出

口 

泡消火薬

剤 
膨張比 

25%還元

時間 

泡水溶

液温度 

放出圧

力 
流量 

放出時

間 

充満時と 30分後

の積泡高さの比 

充満 

時間 

理論充

満時間 

充満時間－ 

理論充満時間 

No.  （－） （ｓ） （℃） （MPa） （L/min） （s） （－）  （s） （s） （s） 

Ａ 合成界面 353 16'17'' 20.5 0.47 181.5 15 0.92 15 15 0 

B 合成界面 504 22'10'' 20.6 0.50 65.6 29 0.96 29 29 0 

C 合成界面 519 22'39'' 20.5 0.10 6.1 310 0.92 304 303 1 

D 水成膜 665 6'21'' 15.1 0.50 42.5 36 0.85 34 34 0 

 
表３－７ 消火実験の結果 

泡放出

口 

泡消火

薬剤 
燃料 

膨張

比 

25%還

元時間 

泡水

溶液

温度 

放出

圧力 
流量 

放出

時間 

鎮圧 

時間 

鎮火

時間 

充満時と 30

分後の積泡

高さの比 

充満 

時間 

積泡実

験充満

時間 

充満時間－ 

積泡実験充

満時間 

No.      （－） （ｓ） （℃） （MPa） （L/min） （s） （s） （s） （－） （s） （s） （s） 

Ａ 合成界面 n-ヘプタン 353 16'17'' 19.5 0.49  193.1  18 13  15 0.92 18  15 3 

Ｂ 合成界面 n-ヘプタン 504 22'10'' 20.1 0.51  64.2  30 21  26 0.95 30  29 1 

Ｂ 合成界面 アセトン 504 22'10'' 19.7 0.51  65.3  73 20  58 0.96 36  29 7 

C 合成界面 n-ヘプタン 519 22'39'' 19.7 0.10  6.1  353 246  264 0.88 353  304 49 

D 水成膜 n-ヘプタン 665 6'21'' 14.6 0.52  43.2  38 30  34 0.85 38  34 4 

D 水成膜 アセトン 665 6'21'' 14.7 0.52  43.6  225 28  200 0.87 40  34 6 

- 24 - 
 



 

図３－10 発泡後の積泡高さの変化 
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積泡実験 泡放出口Ａ 積泡実験 泡放出口Ｂ 

積泡実験 泡放出口C 積泡実験 泡放出口Ｄ 

消火実験 泡放出口Ａ n-ヘプタン 消火実験 泡放出口Ｂ n-ヘプタン 

消火実験 泡放出口Ｂ アセトン 消火実験 泡放出口C n-ヘプタン 

消火実験 泡放出口Ｄ n-ヘプタン 消火実験 泡放出口Ｄ アセトン 

積
泡
高
さ
（
ｍ
） 

発泡後の経過時間（min） 
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（８）考察 

ア 第四類（非水溶性）危険物火災に対する合成界面活性剤泡消火薬剤の有効性 

第四類（非水溶性）危険物であるノルマルヘプタンの消火実験において、選定し

た全ての泡放出口で燃焼面積 0.4m2の火災を有効に消火することが確認された。 

流量が異なるため、単純に比較することはできないが、泡放出口 Dを用いて水成

膜泡消火薬剤を用いた実験と比較しても、合成界面活性剤泡消火薬剤が水成膜泡消

火薬剤に比べて消火性能が大きく劣るといった結果は得られなかった。これは、高

発泡泡の消火性能において、膨張比や還元時間の長さも重要な要素であることを裏

付けるものと考えられる。膨張比や還元時間の長さは泡放出口と泡消火薬剤の両方

によって決まる性能であり、実際の設置に当たって、泡放出口や泡消火薬剤単体の

性能によりで仕様を規定したり、評価したりすることは不適切と考えられ、少なく

とも泡放出口と泡消火薬剤の両方で評価することが必要である。 

イ 第四類（水溶性）危険物火災に対する水溶性液体用泡消火薬剤ではない泡消火薬

剤の有効性 

第四類（水溶性）危険物であるアセトンの消火実験において、選定した全ての泡

放出口で燃焼面積 0.4m2の火災を消火することが確認されたが、第四類（非水溶性）

危険物であるノルマルヘプタンの消火実験に比べ、鎮火に非常に時間を要するもの

があった。 

高発泡泡の消火方法の特徴としては窒息消火が挙げられるが、高発泡泡が燃料面

を覆う前に高発泡泡が燃料であるアセトンに溶解してしまい有効に酸素の通り道を

ふさぐことができなかったためだと考えられる。 

また、高発泡泡が発泡マスを充満したにも係わらず、火炎が噴出した様子が見ら

れたことから、高発泡泡が発泡マスを充満したとしても、燃焼面から上の積泡高さ

が低い場合、炎や熱気が高発泡泡を押しのけて酸素の通り道が形成されてしまい、

十分に高発泡泡が覆い被さるまでは燃焼が継続するものと考えられる。 

ウ 積泡速度が消火性能に与える影響 

最も少流量である泡放出口 Cの充満時間－積泡実験充満時間を見ると、積泡実験

と消火実験で 49 秒の差が出ている。これは、燃焼による温度上昇又は炎により、消

火に至るまでの間、火源近傍で高発泡泡が消泡していくためと考えられる。燃焼面

を高発泡泡が覆いつくすまでに時間がかかると、多くの泡が消泡してしまうことと

なるため、火災規模に応じて積泡速度の検証が必要と考えられる。 

エ 再燃性への影響 

高発泡泡の保持時間を見ると、本実験の規模においては積泡実験、消火実験共に

十分な保持時間を有することが確認されたが、積泡高さだけでなく、長時間経過す

ると泡の水分が抜けていくことについても留意が必要と考えられる。 
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３．３ 高発泡泡消火設備の危険物施設への設置条件に関する検証実験 
（１）実験目的 

本実験では、ラック式の屋内貯蔵所に高発泡泡消火設備を設置する場合を想定して

実験を行う。 

屋内貯蔵所は、危険物の規制に関する政令第 10条の規定により６メートルの高さま

での軒高とすることができるが、貯蔵物が第２類又は第四類の危険物のみの貯蔵倉庫

で、総務省令（危険物の規制に関する規則第 16条の２）で定めるものにあっては、そ

の軒高を 20 メートル未満とすることができる。また、ラック式の屋内貯蔵所では、ス

ペースを効率的に活用するため、隙間なく危険物を貯蔵した容器が積み上げられてい

ることが多い。 

このことから、本実験では、ラック式の屋内貯蔵所の一部分を切り出し、高発泡泡

の狭隈な空間への進入性を確認し、防護対象物と泡放出口の位置関係・積泡速度に、

どのような制限を設けるべきかについて検討するため、高発泡泡消火設備の危険物施

設への設置条件に関する検証実験を実施した。 

 
（２）実験実施期間 

平成 26 年２月 24日（月）から２月 27日（木）まで 

 
（３）実験場所 

 日本消防検定協会 消火試験場 
 住所 東京都調布市深大寺東町 4丁目 35番地 16 

 
（４）実験条件 

実験機器の概要については次のとおり。（詳細な情報については、参考資料１参照。） 

ア 実験区画 

実験区画は実際のラック式の屋内貯蔵所を想定し、第四類の危険物を貯蔵するの

に一般的に用いられている図３－11 の寸法のラック２段×３列を発泡マスの中に

収容し、１ラックに危険物の貯蔵に多く用いられる JIS規格(JISZ1601-2006)に適

合する 200Lサイズのドラム缶を４缶収納した。ラック概要図を図３－12に示す。 

ラック下部の空間は、据板＊７の着脱により、擬似的に作り出したラックの一方面

から泡を放出する場合と、２方面から泡を放出する場合の２種類の実験を実施する。 

発泡マス ： 縦 4ｍ横 5ｍ高さ 4ｍ、壁面金網 SUS 線径 0.65mm、10メッシュ 

ラック  ： 縦約 1.4ｍ 横 4.5ｍ 

 床面からの高さ（上段 1.6ｍ、下段 0.575ｍ） 

2式 

ドラム缶 ： 48缶 JIS規格(JISZ1601-2006)に適合する 200Lサイズ 

＊７ 据板：本報告書内では、ラック下部の空間に泡が進入しないよう設置した防止板を指す。 
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図３－11 ドラム缶、燃焼皿、ラックの寸法 

- 28 - 
 



 

 
図３－12 ラックの概要図  

着脱可能な据板 
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イ 泡放出口 

泡放出口は、３．２の実験と同様のものを用いた。ただし、泡放出口 Cについては、

発泡マスの大きさに対し、流量が少なすぎるため、本実験では使用しなかった。 

また、各泡放出口の性能については、表３－８のとおり３．２の実験で測定した値

を用いることとした。 

 
表３－８ 泡放出口の性能 

泡放出

口 No 

種別 放水量 

(L/min) 

膨張比 

（－） 

25％還元

時間（ｓ） 

発泡量 

（m3/min） 

放水圧力 

（MPa） 

Ａ アスピレート型 200 353 16'17'' 60 0.50 

Ｂ アスピレート型 64 504 22'10'' 32 0.50 

Ｄ アスピレート型 40 665 6'21'' 26 0.49 

 
ウ 泡消火薬剤 

泡消火薬剤は、３．２の実験と同じものを用いた。 

合成界面活性剤泡消火薬剤 ： 希釈率３％ 製造会社 A社  

水成膜泡消火薬剤     ： 希釈率５％ 製造会社 B社 

 

表３－９ 泡放出口の泡消火薬剤の種類 

泡放出口

No 

泡消火薬剤 

Ａ 合成界面 

Ｂ 合成界面 

Ｄ 水成膜 
 

エ 燃料として用いた危険物 

本実験では、危険物の種類に対する高発泡泡の消火性能の検証ではなく、実大施設

に設置した場合の消火性能を検証することを主眼に置いているため、３．２の実験で

も用いた第四類（非水溶性）危険物のノルマルヘプタンを用いて実験を行った。 

第四類（非水溶性）危険物 ： ノルマルヘプタン 

敷水 25リットル、ノルマルヘプタン上面深さ底面よ

り 125mm 

オ 燃焼皿 

燃焼皿は、参考資料１に示すように中心部片側ラック２段に 1.6 ㎡（□1.265m×

0.3mH）の燃焼皿を設置し、ドラム缶４缶を燃焼皿の内部に配置した。ドラム缶４缶を

設置したことにより燃焼面積は、約 0.52 ㎡となった。 
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カ 計測条件 

自動計測による圧力温度記録（1秒毎）、カメラによる動画記録、積泡高さの目視観

察などを行った。 

温度計測位置を図３－13、積泡高さの計測位置を図３－14に示す。計測に用いた機

器の仕様、カメラ配置図については参考資料１に示す。 

 

流量、放出圧力 ： 各１点,１秒毎（センサー仕様は表１参照） 
 温度計測 7点 ,1秒毎 ： 発泡マス外面   （区画から 5ｍ 床上 0.5ｍ） 

： 発泡マス内最遠部 （火皿から遠方 床上 500mm） 

： 燃焼皿上段下段（火皿中央の皿上端、ドラム缶上端） 

              ： 泡水溶液温度   （１ｍ３タンク内） 

監視カメラ（４画面）   ： １式   

発泡マス充満時間、放出時間 ： 目視 

鎮圧時間、鎮火時間     ： 目視 

積泡高さ ４点 30秒毎     :   目視（発泡マスの４角） 

 

                                    

 
図３－13    温度センサー配置図 

 

50
0

上方からの見取り図 

側面からの見取り図 

泡 放 出

 

燃焼皿 
泡放出の方向 

温度センサー 

泡 放 出

 

泡放出の方向 

燃焼皿 

燃焼皿 
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図３－14 積泡高さの計測位置 

 
（５）積泡実験 

ア 目的 

 各泡放出口から放出される高発泡泡がラック式の屋内貯蔵所のような容器が密集

した場所においてどのような積泡特性及び流動性を示すのか確認するため、発泡マ

スの中に投入した高発泡泡が集積したドラム缶の間をどのように通過し、積みあが

るのかを観察した。 

イ 実験方法 

次の手順によりで実施した。 

（ア）水槽に加熱した水道水と泡消火薬剤を各泡放出口の仕様に従いプレミックスし、

液温 20℃程度に調整した。 

（イ）糖度計を用いてプレミックスした泡消火薬剤の濃度を確認した。 

（ウ）各計測器の測定を開始した。 

（エ）高発泡泡を発泡マス全体が泡で埋め尽くされるまでの間、放出させた。 

（オ）泡放出口から泡が出た瞬間から、放出を停止して 30 分経過するまでの間、30

秒ごとに発泡マス内の高発泡泡の積泡高さを計測した。 

 

（６）消火実験 

ア 目的 

各泡放出口から放出される高発泡泡がラック式の屋内貯蔵所のような容器が密集

した場所においてどのような消火性能を示すか検証するため、危険物火災が発生し

ている発泡マスに高発泡泡を投入して消火に至るまでの様子を観察した。 

イ 実験方法 

次の手順により実施した。 

50
0

- 32 - 
 



（ア）水槽に加熱した水道水と泡消火薬剤を各泡放出口の仕様に従いプレミックスし、

液温 20℃程度に調整した。 

（イ）糖度計を用いてプレミックスした泡消火薬剤の濃度を確認した。 

（ウ）各計測器の測定を開始した。 

（エ）燃焼皿に実験条件に従ってノルマルヘプタンを投入し、点火玉を用いて着火し

た後、１分間燃焼させた。 

（オ）発泡マスに泡放出口から泡水溶液を発泡マス全体が泡で埋め尽くされるまでの

間、高発泡泡を放出させた。 

（カ）高発泡泡の放出から鎮圧、鎮火に至るまでの時間を計測した。 

（キ）泡放出口から泡が出た瞬間から、放出を停止して 30 分経過するまでの間、30

秒ごとに発泡マス内の高発泡泡の積泡高さを計測した。 

 

（７）実験結果 

ア 積泡実験 

表３－10に積泡実験の結果を示す。 

（ア）ドラム缶等の障害物の影響について 

泡放出口から放出された高発泡泡が消泡せずに積泡すると仮定した充満時間を理

論充満時間とし、実測値の充満時間と比較すると、全ての泡放出口において有効な

差が見られなかったものの、いずれの結果も実測値の充満時間の方が長かった。 

（イ）据板の影響について 

図３－15に据板が有る場合と無い場合の積泡高さの計測結果を示す。 

理論充満時間と充満時間と比較すると、据板を取り除いた実験の方が８秒と大き

な差ではないが充満するまでの時間が短かった。 

  

 
泡放出口 B／据板有り             泡泡放出口 B／据板無し          

 

図３－15 積泡高さの計測結果 
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（ウ）高発泡泡の隙間への進入性について 

図３－16に泡放出口 Bと Dの据板が有る場合の積泡高さの計測結果を示す。 

高発泡泡は低発泡に比べ隙間への進入性は低いが、今回の実験では高発泡泡がドラ

ム缶の隙間を進入する様子が観察できた。また、実験を実施した中でも障害物の隙間

への進入性に差があることが確認できた。 

 

  

泡放出口 B／据板有り           泡放出口 D／据板有り 

 
図３－16 積泡高さの計測結果 

 
イ 消火実験の結果 

表３－11 に消火実験の結果を示す。 
積泡実験で得られた充満時間（積泡実験充満時間）と実測値の充満時間を比較する

と、全ての泡放出口において差が見られた。特に、泡放出口 B の据板なしの実験では

84 秒と大きな差が見られた。 
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表３－10 積泡実験の結果 

泡放出

口 

泡消火薬

剤 

膨張比 25％還元

時間 
裾板 

泡水溶

液温度 
放出圧力 流量 

放出 

時間 

充満 

時間 

理論充

満時間 

充満時間－ 

理論充満時間 

 No.   （－） （分'秒''） 有無 （℃） （MPa） （L/min） （s） （s） （s） （s） 

A 合成界面  353 16'17'' 有り 20.2 0.52  201.4  67 67  58 9 

B 合成界面  504 22'10'' 有り 20 0.52  65.5  147 145  125 20 

B 合成界面  504 22'10'' 無し 19.5 0.50  65  141 139  127 12 

D 水成膜  519 6'21'' 有り 18.9 0.50  43  173 171  143 28 

 
表３－11 消火実験の結果 

泡放出

口 

泡消火薬

剤 

膨張

比 

25％還

元時間 裾板 
泡水溶

液温度 

放出

圧力 
流量 

鎮圧

時間 

鎮火

時間 

放出

時間 

充満 

時間 

積泡実

験充満

時間 

充満時間－ 

積泡実験充満

時間 

    （－） （分'秒''） 有無 （℃） （MPa） （L/min） （s） （s） （s） （s） （s） （s） 

Ｂ 合成界面 504 22'10'' 有り 18.5 0.51  65  47  49 155 155  145  10 

Ｂ 合成界面 504 22'10'' 無し 18 0.52  66  55  61 225 223  139  84 

D 水成膜 665 6'21'' 有り 18 0.52  44  80  85 175 175  171  4 
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ウ その他 

本実験において、泡放出口から通常どおりの膨張比が得られない泡が放出され、泡が適切に積

泡されず実験中止としたケースが見られた。 

泡放出口から通常どおりの膨張比が得られない泡が放出された場合、泡の積み上がり速度が著

しく低下した。 

その際の実験実施状況は次のとおり。 

 

    

通常どおりの膨張比が得られなかった場合     通常どおりの膨張比が得られた場合 

泡放出口 B（４分経過時）           泡放出口 B（３分経過時） 

 

図３－17 通常どおりの膨張比が得られなかった実験の実施状況 

 

（８）考察 

ア 高発泡泡の隙間への進入性 

高発泡泡は低発泡に比べ隙間への進入性は低いが、今回対象とした障害物等について隙間等を

抜けてラック内部に進入する程度の進入性を有していることが確認された。また、実験を実施し

た中でも高発泡泡の隙間への進入性に差があることが確認できており、実際の危険物施設に設置

する際は、容器等の集積状況等の実情も踏まえた検証が必要と考えられる。 

イ 高発泡泡消火設備の泡放出口の配置 

高発泡泡の障害物の隙間への進入性は泡放出口により異なるが、十分な進入性を有している場

合には、防護対象物と泡放出口の配置によらず十分冠泡させることができることが確認できた。

しかしながら、高発泡泡の障害物の隙間への進入性には差異があるため、必要に応じて防護対象

物と泡放出口の位置関係については、実際の容器等の集積状況等も踏まえて検証した上で設置す

ることが必要と考えられる。 

積泡速度については、３．２の実験の結果から、積泡速度が遅いと火災の熱で消泡する泡の量

が多くなることがわかっており、想定する火災規模と防護対象物を冠泡するまでに必要な時間と
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の関係で決定するべきであると考えられる。 

また、本実験は最高高さ４ｍで実施したため、積泡による消泡は確認できなかったが、これよ

り高い軒高となった場合、積泡による消泡は十分影響してくるものと考えられるため、実際に設

置する危険物施設の軒高において高発泡泡の積泡速度を測定する必要があると考えられる。 

ウ 実験時の膨張比低下について 

  泡放出口Ｂの裾板無しの実験では放出開始直後に膨張比が低下した状態が一定時間続いたが、

この他にも実験時にうまく発泡せずに実験中止となったケースも発生している。 

  この膨張比の低下について原因は特定できなかったが、考えられる要因としては、①実験機材

の初期の汚れ（切削油、離型剤等）②異物等による噴霧ノズルの目詰まり③放出圧力の変動④消

火実験における煙・燃焼ガスの影響 等が考えられるが、単一の原因によるものだけではなく複

合的な要因も考えられる。 

  また、膨張比の低下は泡放出口Ｂに集中しており、この泡放出口は実際に設置される機器より

も比較的流量の小さいテスト用の機器であったことも要因の一つと考えられる。 

  今回の実験ではこの他にも実験のために通常用いる機器とは異なる機器で構成されることから、

今回の膨張比の低下現象が実際用いられる機器においてどの程度共通する問題であるかは判断で

きないが、膨張比の低下は高発泡泡消火設備の性能に極めて大きな影響を与えてしまうため、膨

張比に影響を与える要因については今後も知見の蓄積が重要である。 
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第４章 まとめ 

 今回実施された検証実験の結果から、得られた知見及び今後の課題等については以下のとおりである。 

 

（１）高発泡泡の危険物火災に対する消火性能に関する実験により得られた知見等 

ア 告示第 17条第１項において第四類（非水溶性）に対する泡消火薬剤については合成界面活性剤

泡消火薬剤を排除し、また、告示第 17条第３項・第４項においては、第四類（水溶性）に対する

泡消火薬剤については水溶性液体用泡消火薬剤であって、同項に定める消火性能の確認が必要と

されているが、危険物の種類と高発泡泡の性状の組み合わせによっては消火時間に差が見られた

ことから、一律に泡消火薬剤の種類を指定するのではなく、むしろ実際に用いられる高発泡泡に

より消火対象となる危険物に対する消火性能を確認する必要がある。 

イ 積泡速度に比して対象となる火源が大きい場合や、第四類（水溶性）危険物に対する水成膜泡

消火薬剤による実験結果や、積泡速度が遅い場合の実験結果から高発泡泡の膨張比及び還元時間

も重要であると考えられることから、積泡速度には一定の下限値を求めるべきである。 

 

（２）高発泡泡消火設備の危険物施設への設置条件に関する検証実験により得られた知見等 

ア 今回実験で用いた高発泡泡はラック内部に侵入できて、障害物の隙間への進入性を有しているこ

とが確認され、このような場合には防護対象物と泡放出口の位置関係については、防護対象物が

十分冠泡する限りにおいては特段の配慮は不要と考えられるが、泡の障害物の隙間への進入性は

薬剤の種類や膨張比等により差があることも確認されたことから、設置に当たっては防護対象物

となる容器の集積状況等や用いられる高発泡泡の性状等に即して確認することが必要と考えられ

る。 

イ 今回の実験高さ４ｍでは積泡による消泡は確認されなかったが、より高い軒高になった場合には

積泡による消泡は十分影響してくるものと考えられるため、設置に当たっては実際に設置する危

険物施設の軒高に応じた積泡速度について確認することが必要と考えられる。なお、海外の文献

を見ると、３fpm（約 0.9m/min）以上の積泡速度で高発泡泡を投入することが消火性能において重

要と書かれているものもある。＊８ 

 

（３）今後の課題等 

ア 検証実験の結果からは、一定条件下での高発泡泡の危険物火災への有効性は確認することは出来

たが、高発泡泡の特性が泡消火薬剤の種類や膨張比により様々であることや、消火性能が消火対

象となる危険物の種類や施設の形態等により影響を受けやすいことから、当面の間、設置に当た

っては実際に用いられる高発泡泡消火設備の泡消火薬剤の種類、膨張比、泡放出量や消火対象と

なる危険物の種類、防護対象物の形状等に応じて個々の状況に即した検証を行い、その有効性を

確認することが必要である。 

＊８ Ira WILDER (1969）「High Expansion Foam for Shipboard Fire Fighting」『Fire Technology FEBUARY 1969』NFPA 
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イ 今後も高発泡泡消火設備の危険物施設への設置に係る技術的知見の蓄積や海外規格等も参考に、

引き続き検討を重ねる必要がある。 
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参考資料１ 実験機器等 

 

  



実験施設全体配置 

 
実験施設全体配置図（平面図） 

 

 

実験施設主要寸法図（３面図） 
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○ 高発泡泡の危険物火災に対する消火性能に関する検証実験 

 

 

発泡マス 

 

 

発泡マス 

 

 

燃焼皿 

 

 

燃焼材投入 

  
○ 高発泡泡消火設備の危険物施設への設置条件に関する検証実験 

 

 

発泡マス 

 

 

発泡マス 
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ドラム缶 

 

泡放出口から見た様子 

 

 

燃焼皿（Ｂ－８模型） 

 

 

ラック（組立中） 

 

 

ラック及びドラム缶（組立中） 

 

 

燃焼皿配置（上下２段） 
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共用階段 

 

泡送水装置一式 

 

配管構成 

 
配管構成の概要図 
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泡水溶液水槽 

 

 

液面計 

 

 

ポンプ一次側配管 

 

 

泡水溶液－水の切換用三方弁 

 

 

加圧送水用の動力消防ポンプ 

 

 

ポンプ圧力調整部 
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計測機器の仕様 
名称 型式/仕様 メーカー 数量 目的 

熱電対 
Type K / シースφ1.6（インコネ

ル）×5ｍ 
㈱フラスト ８本 温度計測 

電磁流量計 

ＨＤ-ＵＨ40Ｇ/ 40Ａ 

   /測定範囲 22.62Ｌ/ｍｉｎ～

753.98Ｌ/ｍｉｎ 

   /時定数 5ｓ 

キーエンス 1 台 流量計測  

デジタル圧

力計 

ＧＰ-Ｍ10 / -0.1～1ＭＰａ，

4-20mA(0-1MPａ） 

ＯＰ-87280 / Ｒ3/8 オス 

ＯＰ-75722 / ケーブル 2ｍ （３芯

で 30ｍ延長） 

キーエンス 2 台 
放出口 

入口圧力計測 

カメラ 

カメラ：HDS-9000  / フルＨＤ2Ｍ

ピクセル 

レンズ：Ｍ１３ＶＧ２８８ＩＲ /  

水平 100.1°～35.8° 

垂直 72.9°～26.8° 

取付金具：ＷＨ-31  

カメラカバー：VCHO-90S 

電源線：30ｍ 

信号線：5ＣＦＢ50ｍ 

ELMO 4 式 撮影  

フルＨＤ対

応  

ＨＤ-ＳＤＩレ

コーダー 

モニター 

レコーダー：EDR-HS0420 / 4ｃｈ、

1TB 

21.5 インチモニター：ＥＶ-116Ｗ-ＡＢ

Ｋ（ＥＩＺＯ） 

ELMO 1 式 4 画面記録 

データロガ

ー 

DAQMASTER 

MX-100/MX110-UNV-M10 
横河 1 台 

温度/電圧計

測 

パソコン Ｅ5530  DELL １台 
計測記録/モニ

ター 
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カメラ配置計画図 

 

 
カメラ画像の例（高発泡泡の危険物火災に対する消火性能に関する検証実験） 

　

カメラ1B
ｈ＝6ｍ？（現地合わせ）

カメラ3B
h=6m ？(現地合せ）

カメラ2
h=5m

カメラ3A
h=4m？

カメラ2A
h=5m カメラ3A カメラ2A

カメラ3B

カメラ2B
カメラ1B

（カメラ4B）
地上

計測機器

モニター

（カメラ4A）
地上

（カメラ4A）
地上
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カメラ画像の例（高発泡泡消火設備の危険物施設への設置条件に関する検証実験） 

 
 

 

温湿度計 

 

 

糖度計による混合濃度確認 

 

 

放水圧力計 

 

 

流量計 
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熱電対 

 

 

泡放出開始後計測用基準時計 

 

 

固定カメラ（４箇所） 

 

 

データロガー、動画記録装置 
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参考資料２ 実験状況（写真） 

 

○ 高発泡泡の危険物火災に対する消火性能に関する検証実験 

○ 高発泡泡消火設備の危険物施設への設置条件に関する検証実験 

  



○ 高発泡泡の危険物火災に対する消火性能に関する検証実験 

１．積泡実験 

泡放出開始から５秒経過時の状況は次のとおり。 

 

 

 

 
  

泡放出口 A 

泡放出口 B 

泡放出口 C 

泡放出口 D 
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２．消火実験 

（１）泡放出口 A（燃料：ノルマルヘプタン） 

 

 

 

（２）泡放出口 B（燃料：ノルマルヘプタン） 

 

  

火炎接近時 

（５秒経過時） 

鎮火時 

（15秒経過時） 

火炎接近時 

（10秒経過時） 

鎮火時 

（26秒経過時） 
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（３）泡放出口 B（燃料：アセトン） 

 

 

 

  

火炎接近時 

（15秒経過時） 

燃焼皿冠泡時 

（22秒経過時） 

鎮火時 

（58秒経過時） 
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（４）泡放出口 C（燃料：ノルマルヘプタン） 

 

 

（５）泡放出口 D（燃料：ノルマルヘプタン） 

 

 

  

火炎接近時 

（155秒経過時） 

鎮火時 

（264秒経過時） 

火炎接近時 

（20秒経過時） 

鎮火時 

（34秒経過時） 

- 4 - 
 



（６）泡放出口 D（燃料：アセトン） 

 

 

 

 

 
  

火炎接近時 

（20秒経過時） 

燃焼皿冠泡時 

（33秒経過時） 

鎮火時 

（200秒経過時） 
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○ 高発泡泡消火設備の危険物施設への設置条件に関する検証実験 

１．積泡実験 

（１）泡放出口 A（据板有り） 

 

放出直後（６秒経過時） 

 

 

放出中（30秒経過時） 

 

 

充満時（67秒経過時） 
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（２）泡放出口 B（据板有り） 

 

 

放出直後（６秒経過時） 

 

 

放出中（60秒経過時） 

 

 

充満時（145秒経過時） 
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（３）泡放出口 B（据板無し） 

 

 

放出直後（６秒経過時） 

 

 

放出中（60秒経過時） 

 

 

充満時（139秒経過時） 
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（４）泡放出口 D（据板有り） 

 

 

放出直後（７秒経過時） 

 

 

放出中（60秒経過時） 

 

 

充満時（171秒経過時） 
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２．消火実験 

（１）泡放出口 B（据板有り） 

 

放出直後（６秒経過時） 

 

 

放出中（60秒経過時） 

 

 

充満時（155秒経過時） 
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（２）泡放出口 B（据板無し） 

 

 

放出直後（７秒経過時） 

 

 

放出中（60秒経過時） 

 

 

充満時（139秒経過時） 
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（３）泡放出口 D（据板有り） 

 

 

放出直後（７秒経過時） 

 

 

放出中（60秒経過時） 

 

 

充満時（175秒経過時）  
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参考 熱画像 

 本実験では熱画像を参考に撮影した。 

ラック２段目の燃焼皿の状況を上方から撮影したものが次のとおり。 

高発泡の泡を押しのけて出来たとみられる空気の通り道がが確認された。 

 

 

 

 

冠泡前 

概ね冠泡時 

１秒後 

高発泡泡を蒸気が押

しのけて出来たと思

われる空気の通り道 
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